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ヴ ィ ク セ ル の 財 政 理 論 に つ い て [ i v r

飯 ’野 靖 四

〔ヴィクセルの財政理論につし、て〕

m いろいろな租税の間の相互関係につし、てのヴィクセ 

ルの理論 

1 没収型の租税

2 利益原則と能力原則に芘づく租税 

3 i つの财政理論をめざして -

〔ヴィクセルの財政理論について〕

m いろいろな租税の間の相互関係Iこついてのヴィ 

クセルの理論

きちんと均斉のとれた財政理論というもの，特に政 

府支出と租税とを同時に考えなければならないとする 

財政理論というものは，いろいろなタイプの租税のう 

ち利用されるべき租税の性格と现由を明示し，またこ 

れらの租税の間の相互関係を明確にすることができな 

ければならない。それはまた，政府が梨たすと思われ 

る機能と支出についても，また政府立出と狙税の間の 

関係についても，明らかにすることができなければな 

らない。ヴィクセルは，このような理論を窗くことに 

は全然成功しなかった。

彼は，公平な課税のための手続ぎ上の計画について 

述べた後，歳入の一形態としての料金収入の問題ビつ 

し、て論評し，つづv、て公共企業がそのサ一ヴィスの代 

価を要求する時に基づくべき原則について論じている。 

彼はまた，直接税と間接税の比率についても筒単にふ 

れ，同時に課税対公債の増加という問題についても考 

察している。最後に彼は，相続税と，地価値上りによ 

る不労所得に対する租税について論じている。彼の後 

継者リンダールは，これらの問題を丹念に研究し，「課 

税の公平（1919)」という著作の中で包括的な課税の理 

論を展開している。この著作はリンダールの博士論文 

であるが，たまたまヴィクセルが審査委員の1 人とし 

てこれを読みそしてこれを受け容れているので，.我々  

はここでリンダールの手続きに従って，まず第1 に没 

収の原則に迤づいた租税について考察し，つづいて利 

益原則と能力原則に莶づいた租税について考察してみ 

よう。

1 没収型の租税 ’

ヴィグ七ルは，现実の経済秩序の中には，社会が不 

公3Hであり不合理であると判断する所得や富があると

注（1 > 本稿は，三Hi学会雑訪第64巻第7 好の拙稿「ヴィクセルの財政珊論につt 、てera〕」の続きである。

( 2 ) 参考文献*〔116〕参照。

* 参考文献丨;1録は，拙搞「ヴィク七ルの財政观論についてc n〕」（三丨1丨学会雑誌第62卷第9 号）の来用に掲栽。

ニ , 故 1̂ ， ，，^ ^ ^

丸山思想史学の批判的苒評価

にたし、する绾ニ系列の自己批判をあらわす思想構造と 

みなしうるであろう。問題の所在は， 「専制j の 「国 

権』に抗するに， 「士風j の 「維持」を以てする，と 

いう批判の構造にある。このような命題を構築したも 

のは，個人的道徳としての「士人j の 「気風j をそな 

え，国民的範囲における「士風 j の 「維持」について， 

悲観的な予感をいだいた知識人の論作にみられる「文 

明j の 「精神 j のいとなみであるから，われわれの今 

後の課題となるのも，日 本 「文明」史観としての『文

明論之概略』における「精神j の構造についての分析 

と批判なのである。

• 〔付記〕 本論の未定稿の多くは離日前の成职こ厲する。留 

学の紹來，以前は意識されえなかった問題がt 丨觉されて 

きたので，これも昨今の招学の成來の一部として，従前 

の未定稿を徹底的に修正し新IA 、独立のづ、論に改めて今 

後の研究の起点を表示すべきもO とした。

一九七一年九月下句 

(経済学部助教授）

丨 I丨丨II 丨. 蝴 碎 琢 例 硬 解 ^ ^ ^ 用 ， 制 明 托 碎 按 y y は f
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いう事実を強調した。 これらの中には，巨額な財産の 

相続，地価の値上りによる不労所得，いろいろな程度 

の独占力を保持することから得られる大企業の利益， 

或る種の投機的利益，インフレ一シa ンが持続的に続 

いている時に债権者ならびに相対的に所得が一定して 

いる人々の犠牲において債務者が得る利鋒，等が含ま 

れる。これらのものは，所得や財産の分配における不 

平等をいっそう激化させ，いろいろな深刻な問題を提 

起するので，社会はこうした望ましからざる結果をで 

きるだけ矯正する権利と義務をもっている。こうした 

目的のために, 社会は或るタィプの租税によって，彼ら 

の所得や財産を部分的にか或いは全部を没収すること 

ができるし，またそうすべきである。実質的な意味か 

ら言えば，これらは決して「租税」というべきもので 

はなくて，むしろ社会が，一部の個人が不当にも獲得 

ずるところのものの一部を共有の財産として奪取する 

1 つの方法と言うべきであろう。

これらの富は資本ないしは投資という形態において 

のみ存在するので，政府がそれらを—— 大抵は部分的 

に，まれには全部を—— 奪取することは，可能な資本 

の破壊という問題を提起するであろう。も し 「没収の 

原則J に迤づく租税の税収額が政府の経常支出のため 

に使われてしまうならば，それに相当する額において 

資本の社会的消費が起こるであろう。しかしもしこれ 

らの租税の税収額がいろいろな種類の公共企業に投資 

されるならば，社会における資本の総量は何ら減少せ 

ず，唯だその形態を変えるだけであろう。

1890年代の財政に関する著作の中では，ヴィクセル 

は，没収型の租税の税収額は，政府企業からの可能な純 

収入と合わせて，公債の利子支払V、と償還に使われる

べきであるという立場をとっていた。後に彼はその立 

場を変えて，これらの租税の税収額は国家によって「蓄 

えj られるか或いは投資されるべきであると主張したr  

こ うした方法でつくられた公共投資の収益は「社会的 

逍産J ないしは「社会的配当J として市民に支払われ 

るべきであり，それはまた主として, より高I 、教育を 

真剣に希望しまたその能力がある貧乏な若者に充分な 

生活費を与え，或いは若者が家を建てたり商売を始め
(4 )

たりするのを助けるために使用されるべきである。

彼は，相続税は他の財産税を補うために，そしてま 

た財産禅を全体として现在より累進的にするのを助け 

るために，極めて累進的にされるべきであると考えた6 

また彼は，富を遗_する権利について改革することが 

必要であると考えていた。当時の法律のもとでは,富 

袼な人の財産の50%は，彼にごく近い親族のメンバー 

に遺贈されるか与えられなければならなかった。そレ 

てその残りだけが他の方面に遺贈されえたのである。 

これは「与える権利Jに対する厳しい制限である，とヴ 

ィクセルは述べている。彼は，富裕な人がどの位の額を 

後に残された蜜-と子供達に残してやれるのかというこ 

とに関する基準がつくられるべきであると考えた。こ 

の額は，彼らが安楽な生活をし，また彼らが人坐にお 

いて正当な出発をすることができるだけの額で充分で 

ある。彼は，富裕な人の子供達が，結烏はレジャーの 

ようなこれという目的のないものに费やしてしまうで 

あろう巨額の遣産によって「悩まさ」れることは，当事 

者にとっても社会にとっても有害であると考えていた。 

それで彼は， r与える権利J についてはS 由にしてお 

きたいと考えたけれども，相続人の「受け取る権利J 

については相続税によつ て制限したI 、と考えた。

注（3 )  fund
( 4 ) 没収型租税の税収额の「莕紹j は，（114)*の中で強調されている。以下では（114)から引用されている。「蒂えられたj  

没収型租税の税^ 額を投資しその収益を社会的配当として使用しようということは，（犯)の中で強調されている。その中 

で彼は，もしそ9 当時のスウヱ一デンの国民所得の5 %が投資に向けられるならばスウx —デンの国富は90億クロ 一ネに

. 達するであろう，そしてもしそれが25歳以上の適給期の125万組の夫婦に分配されるならば, 国富の世帶当りの分け前は， 

1 夫婦当り7000ないし8000クロ一ネに逹する_であろうと考えていた。彼は，この額は，彼らの大部分が家を迚てたり，謂- 

門的な職業訓練を受けたりI 或いはいろいろな额炽の小取梁を始めたりするのに充分な額であると断言している。そのよ 

うな額の当時の擗货力は，おそらく，现在の同額のドルの膦H力を超えているか，少がくとも等しいに違いない。ヴィク 

セルは，極めて梁進的な相続税を課するな’らば，社会主義国家でない国でも当然，適齢期の夫婦にこの额に近い「社会的 

造產j を与•えることができるであろ5 ということを示唆し，また人口の墙加を或る限度内に抑えるような適切な政策をと 

るならば，社会主義国家は，私右財産と私企業に基づく国家よりも容舄に，これを実行することができるであろうと考え 

ていた。

* ヴィクセルの著作H録は，拙稿「ヴィクセルの財政理論について〔I 〕j  (三III学会雑誌第62卷第2 号）の末用に揭軟s
( 5 )  tho right to give
( 6 )  the right to receive

—— 73 ( 1135) -----



tho right to bequeath 
earned •

supertax
inflationary gains

-74 (1136)
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巨額な財産の問題につI 、て彼が考えてし、たと思われ 

ることは，個人は自分が望むだけ自由に財産を蓄える 

ことができるべきであるということである。彼は,或る 

趣の相続税が存在する社会では，遗贈者はたとえ应分 

の全財産を妻と子供達に残したとしても，上述した越. 
準に基づいて国家が介入し，彼らが受け取ることが許 

される額を縮小してしまうであろうということを知っ 

ていると主張する。 もし遺贈奢が， 自分の財産額と相 

続人が受け取ることが許される額との問に差遠がある 

ととを好まないならば，彼はその部分をどこかほかへ 

特に慈善団体とか教育施設へ，自出に遺赠すべきであ 

ろう。彼は， 「遗赠する権利」を厳しく制限すると同 

峙に跋しV、相続税を課するならば蓄積と貯蓄への誘因 

をそこなうけれども， 「与える権利j を拡大しながら 

相続税を課するならばこうした結果をもたらさないで 

あろうと考えていた。

累進税が課せられなければならないと彼が考えてい 

た第 2 の富の形態は，地価値上りによる不労所得であ 

る。.これは， 送網及び通信網の発展と改善の結果と 

して，発展しつつある都市地域や近年開発され経済的 

に発展しつつある地域に共通してみられる現象である。 

土地が現在までに受け取った利益は侵喪されるべきで 

はないけれども，このタイプの租税が制定されてから 

i t , 将来得られるすべての「不労」所得は，一般的な 

( 税率に基づいて'，そしてまた売買の時だけでなく，課税 

されるべきである。 しかしながら，所有者の努力によ 

って「働いて稼い」だと思われる地価の値上りに対して 

は，課税をしないよう注意が払われなければならない。

換言するならば.もし或る区画の土地について，連 

続する 2 つの査定額の間に翦実上のもうけが生じ，そ 

し弋またもしその所有者がその土地を改善するのに使 

った支出を明細にあげることができるならば，所有者 

が土地改善のために使った支出とその正常利子を取戻 

すことができるような方法で，地伽値上りによる不労 

所得は課税されるべきであるということである。ヴィ 

クセルは，こうした措置が租税行政の水準でどれ位困 

難な問題を提起するかということについてほとんど気 

.がついていないようにみえる。

彼の意見では， 「不労j 所得ないし利益は一般に， 

「働いて稼いだj 所得ないし利益よりは重い租税が課

せられるべきである。土地の場合に生じたものは別と 

して，多くの所得や利益が株式羊商品の投機の過程に 

おいて生ずる。 しかしながら投機はそれI自体としては 

有益な経済活動である》投機は一時的な価格変動の幅 

を狭くする傾向がある。さらに通常は一一すなわち， 

総合物価水準が明らかに一方向へ勦くことがないよう 

な場合には—— 投機家の利益ば他の投機家の損央と相 

殺される傾向がある。従って彼には，「通常の場合に 

はj 投機による利益に特別な租税を課するだけの正当 

な根拠があると.は考えられないのである。

独占利漼I 特に大企業に生じる独占利潤には，もし 

損失が生じた時に完全な損失相殺が認められているな 

らば， r付加税」が課せられるのが適切であると彼は考 

えた。前に我々ほ，彼がいろいろな生産部門において独 

占に向かいつつある企業は国家によって肩代わりされ, 

公共企業として運営されるべきであると主張したとV、 

うことを指摘した。 しかしながら彼は，大企業が保有 

する独占力の r程度 j は容易には測定できず，従って 

最も独占的なものだけが国家によって肩代わりされ， 

残りの企業はより低い程度の独占力を保有させて持続 

させておくということをも理解していた。独占利潤に 

は付加税が課せられるべきであるが，その付加税の損 

失相殺に関しては彼は，完全な損失相殺が認められな 

ければならないと考えており，また利益があった企業 

から徴収された付加税の税収額は他の企業が不当にも 

こうむった損失を補償するための基金に繰り入れられ 

なければならないと主張している。 しかしながら彼が 

本当にこうした措置をとらなければならないと考えて 

いたかどうかということは不明確であり，またどんな 

損失或いは損失の一部が不当であり補償されなければ 

ならないかということを決定する際に生じる困難にっ 

いて彼が気がついていたかどうかということも明確で 

はない。 -

彼 が 「不労j かつまた或いは「不公正」であると考( 10)
えた最後のタイプの富は，我々が 通 常 「インフレ利益j  

と呼んでいるものである。これは，スウェーデンが第 

1 次世界大晚中—— およそ1914〜1920年の時期一一に 

経験したような，持続的にインフレ一ションが続く時 

に生じる。インフレ利益は， 2 つの方法で永続的に， 

大部分の憤務渚に生じる傾向がある。インフレが数年
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続いた後は通常デフレーシ3 ンが来るのであるがその 

時に，物価水準は必ずしもインフレになる前の水準に 

，は戻らなし、。1920年代のスウェーデンでは物佃i水準は， 

インフレの時の最高水準と戦前の1沿3年ないし1914年 

の水準のだいたい中間のところまで下雜した。デフレ 

枕インフレの時の利益を縮小するか無くしてしまうけ 

れども，物価水準がイソフレになる前の水準に戻った 

としても，インフレの時の利益をすべて帳消しにして 

しまうわけではない。その理由は，債権者の利益の大 

部分がインフレの時に貨幣価値の下落によって失われ 

てしまうからである。要するに，債権者の富の一部が 

永久に債務者のために取りあげられてしまうのである。 

この現象を，ヴィクセルの同僚であるデイヴィッド•. 

デイヴィヅドソンは戦時中に「エコノミスク•ティード 

スクリフト」に書いた論文の中で「資本主義的ボルシ 

ェビキ(主義 j と呼んでいる。さらにそのような時には， 

サラリ一マンや賃金労働者の貨幣所得が物価水準の上 

興に追いつくことができないので，債務を負った企業 

家階級に有利な所得の移転が生じる。 もし物価水準が 

下がったとしても，賃金労働者やサラリーマンは大規 

模な失業に直面するので，貨幣賃金の下落が物価水準 

の下落よりも遅れたとしても，彼らは充分な補償を得 

ることはできなV、.であろう。

たしかにインフレ利益のいくらかは，戦時超過利得 

税を課することによって国庫に集められる。ヴィクセ 

ルは，こうb たことが達成されまた投機熱がさまされ 

るという意味で戦時超過利得税に賛成した.けれども， 

それは全く不充分な措匱であると考えていた◊彼は，ス 

ウニ „ デンの経済が1920年代のより安定した状態に戾 

った時に，イソフレとデフレが交互に起こることによ 

って富の分配がものすごくゆがめられていたというこ

とを指摘する。このことは,社会の重要なメンパ---------

すなわち , 所得が相対的に一定している中間階級，特に 

文官，専 門 家 の 人 達 ■を貧乏にする。彼は，この不 

鈎り合V、を矯正するには租税より根本的な措置が必要 

であると考えた。事実彼は，こうした所得の移転の結 

染，本当に贫乏になった人達に補償を与えるだめに， 

損害賠償の訴訟手続きがとられなければならないと主 

張した。彼らの損失はおそらく，インフレのおかげで 

利益を得た抵当権渚等々の利益から補償されるべきで 

ある。このような提案をしたのは，指導的なスウェー 

デンの経済学渚の中ではヴィクセルが唯一の人であつ

た。 しかしながら彼は,そうした措置をどのようにレ 

て実行するのかということについて，.自分の意見を明 

確に述べることができる程度にまでは詳しく研究しな 

かった。

2 利益原則と能力原則に親づく租税 

所得と富の分配における「不公平」を取り除いたり 

小さくしたりするためには上に述べた「没収型の丄 

租税が必要とされるけれども，その場合以外は,利益 

原則ないし能力原則に基づいて租税が課せられるべき 

である。納税者に提供されたサーヴイスの利益に基づ 

いて課せられる伝統的な铒税の例は，もちろん，料金 

の支払いセあって， しばしば租税価格とも呼ばれてい; 

るものである。この料金の額は，思うに，政府がこ 

れらのサーヴイスを提供する際に要する費用を反映 

して決められる。サーヴイスを利用する納税者が料 

金を支払うという琪実は，そのサーヴイスの価値ない 

しその人にとっての限界効用が少なくとも支払った額 

に等しいということを証明する証拠となる。さらに料 

金は，そのサーヴイスを利用する人だけが代金を支払 

い，他の人達は全然支払わなくてもよいということか 

ら考えても，普通の租税を課することよりもすぐれて 

いる。

さて，彼 の 「課税における相対的一致と任意性J の 

ための提案のもとでは， 「料金j と普通の餌税との間 

の差違はほとんどなくなってしまい，また事実の問 

題として，料金でまかなわれている多くのサーヴイス 

は次第に普通の租税によってまかなわれるようにな 

りがちである，というのがヴイクセルの見解であっ 

た。 しかしながら职入の形態として料金というものが 

存在するという事実は興味深い問題を提起する。すな 

わち，政府はどのような原則に基づいて, 市 民に「売 

る」サ一ヴイスの負担をさせるべきであろ々かという 

問題である。この問題は決して简単な問題ではない。 

料金をとられる多くのサーヴイス，例えば有料橋の利 

用は，利用者に直接的な利益智与えるばかりでなく， 

利用者以外にも間接的ないし一般的な利益を与える。

しかしながらなぜに，利用する度锢にとられる料金 

が，総費用を橋の利用回数で割った平均费用に等しく 

されなければならないのであろうか。さらにこの乎均 

贤用とは，一体何なのであろうか。橋が一度迚設され 

てしまうと，平均資用は与えられた期間中に利用され

注（11) capitalistic bolshevism
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ヴィクセルの財政理論について〔IV〕

る回数が塯えるに従って反比例的に減少してゆくので 

はないだろうか。もしそうならば，ここに含まれる価 

格決定の問題は独占のもとで生ずる価格決定の問題と 

類似してくる。 しかしながら政府は，私的独占のよう 

に利潤を追求する組織ではない。それ故に，橋の追加 

的な利用者に，サーヴィスの追加的な費用ないし限界 

费用だけを課するととが論理にかなっているのではな 

.'.いだろうか。

このような考え方をもとにして，公共企業でも限界 

費用に兹づL、て価格を決定する原則が生まれてきた。 

そしてそれは次のような2 つの結論へ導びいた。たい 

ていの公共企業は費用逦減とL、う状態のもとで経営し 

ているので，限界費用に甚づいて価格を決定するなら 

ば当然，赤字になる。ヴィクセルの意見では，この赤字 

は経常収入で埋合わせされなければならない。なぜで 

あろうか？ 或る意味では，公共企業は直接の利用者 

に利益を与えると同時に，利用者以外にも間接的ない 

し一般的な利益を与えるからである。 しかし最大の理 

出は，いつも利用している人が，2 つの支払い方法のう 

ちの 1 つでもって，サーヴィスに対して毎年だい/こい 

同じ額を支私っているのかどうかということについて 

関心をもつべきではないからである。彼らは 1 回利用 

する度毎に平均費用と同じ額の料金を支払うか，さも 

なければ1 回利用する度毎に，限界費用と同じ額の料 

金と，平均費用と限界費用の間の差額の大部分に等し 

い額の租税と，を加えた額を支払うであろう。限界费 

用と同じ額の料金と，赤字を生じなI 、ようにするため 

の租税との合計で計られた，1 回侮の费用は，サーヴィ 

スに対する需要が増えるに従って费用が逦減するので， 

次第に減少するであろう。そしてまさにこの点が®耍 

な点なのである■— すなわち，公共企業とその設備を 

最も合理的かつ経済的に利用する方法は，その能力を 

最木限に利用することである。

第 2 の結論は， もし公共サ一ヴィスの限界費用を明 

確にするごとができないならば，或V、は公共サーヴィ 

スの限界齊用が非常に小さくて料金を集める毀用の方 

が大きぐなマてしまう場合には， そ の サーヴィスは 

「無料でJ 提供され，その费用は経常収入か6 支払わ 

れるべきであるということである。限界赀用による価 

格決宏の原則について，彼は次のように述べている。

「料金は，最後に宠められた伽格ないし，料金のもと 

で，利用回数が増えることによって得られる収入と利 

用回数が增えることによって也ずる追加的费JI]ないし 

限界费川とがちょうど—— まさしくちょうど—— 等し

ぐなる点まで，引下げられるべきである。」

この原則に照らしてみると，プロシャ政府が海年多 

大な利潤をもたらすような運賃で国有鉄道を経営して 

いることを誇りにしていることは全く不合理なことで 

ある，とヴィクセルは考えていた。

政府企業のサーヴィスは別として，政府のサーヴィ 

スは市民に，個別的な利益と一般的な利益とが混ざり 

あった利益を与える。地方にお好る警察制度，公衆衛 

生制度，道路改丧エ辦等は，これらのサーヴィスが存 

在するということ自体から一般的な性格をもった利益 

が生ずるとしても, '  そめ地方ないし，改皮エ摩:から近 

い所に財産をもっている人達に利益を与える。他方， 

国防とか外交といったようなことに関係する活動は主 

として，一般的な利益を，すべての市民に与える。. 

ヴィクセルは，政府サ一ヴィスから，測ることが七金 

る個別的な利益が特定の市民ないし地域に生じたとい 

うことが確かめられる場合には，そのサ一ヴィスの費 

用の一部は，利益に応じた租税によって，すなわち受 

けとった個別的な利益に応じて，特定の個人なV、し地 

域の財産かつまた或いは所得に租税を課することf c よ 

って，まかなわれるべきであると考えていたが，こう 

した考えは彼の課税に対する考え方と首尾一貫してい 

るものである。彼はもちろん，これらの0 的のために 

とんなタイプの利益課税がなきれるべきかということ 

を決定する権限を， 「租税を決定する場合の任意性と 

相対的一致」を実現するための手続きに基づいて運営 

される議会に，委ねた方が皮いと考え•ていた。

測ることができる個別的な利益についての彼の立場 

から推論すると，一般的な利益を与えるすべての政府 

サ一ヴィスの資用は，支払い能力に莲づいて課せられ 

る租税によつ てまかなわれるべきである'ということが 

言えるであろう。社会の楛成員としての市民には，事 

実上，これらの一般的な利益をうけとることを拒否で 

きる選识権が与えられていないので，その費用は，犠 

牲の相対的均等という原則に兹づいて，すなわち，所 

得の限界効用は所得が増えるに従って遞減するので， 

所得に関して粟進的に，市氏に割り当てられるべきで 

ある。

しかしながらヴィクセルは，利益に迤づく租税と能 

力に雄づく租税との間の関係がどのような原則に迤づ 

いて決められるのかということについては，余り明確 

に述べていない。最低也活水準を維持するだけの所得 

しかない人々は租税を支払う能力がないので，祖税は 

免除されなければならない。労働者階級は，必需品と

76 ( 1138)

ヴィクセルの財政理論について〔IV〕

思われるものに租税を課することに対して反対するだ 

けの正当の理由をもっているけれども，アルコール性 

飲料とか煙草といったような相対的にぜいたくな品物 

に租税を課することに対しては反対するだけの正当な 

理由をもっていない。これらのものに国内消費税を課 

するならば，この租税の税収が，労働者の貨金とこれ 

らのものの消費が増える泛従って増え，逆に賃金が減 

るに従って減るという限りでは，能力に菡づいて課せ 

られる租税と同じような動きをするであろう。 しかし 

ながら課税の問題につv、てこれからますます強調され 

なければならないことは，政府収入の中に占める直接 

税の役割を増大させ，間接税の役割を減少させること 

であろう。結局，ヴィクセルは，すべての物品税が廃止 

されることを希望しており，また労働者が最低生活水 

準以上の所得に比例的な所得税を課することを受けい 

れるならば前よりも暮しむきが良くなるであろう，と 

述べている。

3 1 つの財政理論をめざして 

リンダールは，課税における利益原則と能力原則の

関係について， ヴィクセルよりもずっと深く研究し，
(12)

両者の間に補足的な関係があるということを見出した。 

このことに関係するいくつかの文章を「課税の公平」 

から引用すると次のようになる。

「公共活動が市民に主観的な利益を与えるという限 

りでは，貨幣額で表わされたその「利益」ないし利害 

は 2 つの点において異なるに違いない。或る意味では 

それは，自分達が利用しようとする公共サ一ヴィスに 

ついて，自らが負担しようと思う主観的な租税負担の 

大きさに応じて異なるに違いない。また或る意味では 

それは，或る一定の大きさ以上の租税負担を受けいれ 

ないですますことができる金額の大きさに•応じて異な 

るに違いない。これら2 つの異なり方のうち，後者の 

方が実際問題として重要なものである。J ■

「まず第1 に，納税者が政府活動から均等の利益を 

受けとる場合には，そしてまたその場合においてのみ, 

支払い能力に応じて租税が課せられなければならない。 

しかしもし利益に差違がありその差違を明確にするこ 

とができるならば，その差違は租税を課する時に考慮 

にいれられなければならない。従って，課税における能 

力原則は次のように，より一般化された形で表わすこ 

とができる。すなわち，租税は， （或る観点から標準化さ

注(12) complementary

れた）「利益j なL、し利害に対応するところの個人の支 

払、、能力に対する関係に立ち入らなければならない。」

「箄 2 に，能力原則は，その限界利益が個人にとっ 

て主観的な性格の利益だげしか与えないような公共支 

出に関係するすべての場合に利用されなければならな 

い。」

「客観的な利益に関する原則は，実際問題として， t 

限られた範囲でしか利用可能でないので，課税の大部 

分については支私い能力原則が適用されなければなら 

ない。」 '

最後に引用した文章の中で丨）ンダールは「客観的な 

利益 j という言葉を使用しているけれ£ も，これは我 

々 が 「测ることができる個別的な利益j と呼んだもの 

と同じものである。前に我々は， リンダ一ルが，主と 

し て 「財政の理論的研究」やヴィクセルが称讚したイ 

タリア，オーストリア， ドイッの経済学者の著作等 

の中に見出したものに基づいて，包括的な課税の理論 

を展開しようと努力したということを指摘した。ここ 

でこれ以上リンダールの業績について述べることは本 

筋を離れることになる。ここでは，彼がヴィクセルよ 

りももっと現実的な仮定に基づいて理論を展開したと• 

いうこと，すなわち彼は決して自分の課税体系におV、

て 「公平なj 分配というものを前提としなかったとい 

うこと，を述べるだけで充分である。彼はさらに，ヴ 

ィクセルよりも， 「利益j と 「支払い能力j の概念を 

明確にすることに成功したけれども，条件付き多数決 

によって支出と租税とを同時に決定しようとする手_

きの工夫につ^、ては余り興味を示さなかった。

これらのヴィクセルの工夫は限られた程度において 

ではあるがスウヱ一デンの地方政府の財政において利 

用されている—— スウェーデンでは，いくつかの地方 

自治体の憲法に書き加えられている—— ということを 

述べておくことはそれなりに価値があるであろう。

議論を明快にするために，そしてまた今までの議論 

を総括するために，課税原則と課税形態の間の関係に 

ついてのリンダールの図解を以下に示しておこう。こ 

の図は，彼の課税理論の範四について何かを教えてく 

れるであろう。 '
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祿税における公平の原則についての囡解1

倫理的 
見 地

理論上の 
原 則

实際上の原則
公 共 収 入

課税権の 
行 使 課税対象

一部，不没収の原強制的に不公正なキャピタル• ゲインに対

公正であ則 課税 所得ないする租税

ると見な しは財産相続税

された現 キャピタル• レヴィ

存の財産 地価値上りに対する租税

秩序

利益の毀政府越の収入

用 料金

公正であ利益原則自発的に利益の価実質財産税

ると見な 課税 値 改善ないし改皮に対する

された現 租税

茌の財産 法人税

秩序 支払い能個人所得及び財産に対す

力 る租税.
消赀に対する租税,

資料：参考文献〔116〕 
(経済学部助手）

注(1 3 )参考文献〔124〕及び〔125〕には，次のような® 解が彼せられている。それは U h rの図解と若干異なっている<

倫理的立場 理論上の原則
実 際 上 の 原 則

公 共 収 入
課 税 桶 納 税 業 務

不公正な財産秩 

序

没収原則 

(社会政策原則）

強制課税原則 不公正な財産 殻気利得税 •
相続税

臨時財産税

公正な財產秩序 利益原則 自己課税原則 酬原則 私経済的国家収入(公定価格, 手数料）

(細酿原則〉
容観利益原則 物税（特別賦金，収益税） ，

給付能力原則 人税 m m m m ,直接所得税）

資料：参者文献〔116〕
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大河内一男解説

『職 エ 事 情 』 (生活古典叢書4 )  

籠山京解説

『女 工 と 結 核 』 （生活古典叢書5 )

ここにとりあげた二つの史料は，わが国の労働問題 

研究にとって欠くことのできない調查研究であり，と 

もに古典的な文献として，労働問題♦生活問題の研究 

者によって珍重されてきた。 しかし，r職工事情」は，

戦後， 1 9 4 9年に， 土屋喬雄博士の解題の下に，‘生活 

社から出版されたまま，今日に至ったが，この度，夫 

河内氏の解題をえて，新たな企画のもとに再刊された 

ことはまことに喜ばしい。

他方， 「女工と結核」は， 解説者籠山氏ものべてお 

られるように， 「発表された当時， 直接の関係者の手 

にわたっただけで，そのまま塵の中に埋れてしまって 

いた。したがぅて今日では，もうそれを見ることさえ 

容易ではない。 匕かし，これらの文献は，次のような 

.理由で忘れ去られてはならないので，この機会に復刻 

して，つぎの世代に引きついでおきたいと思うのであ 

る」。ここで籠山氏がのべている意味は，「職工事情j  

と 「女工と結核j とは， ともに， 明治4 4年 3 月，わ 

が国における工場法成立を，その背後から支えた文献 

であり， とくに， 「女工と結核j の場合は，ひき延ば 

されてV、たその施行を実現させる原動力となったこと 

9 うちにある（_ 山氏解説，4 頁)。すなわち，「職工事 

情」と 「女工と結核j とは， 明治4 4年の工場法の成 

立をめぐって，相互に密接な関速をもつものであり，

日本の産業資本主義確立期における原生的労働関係め 

実態も把握する上で，まことに不可欠な史料的研究で 

あるということができよう。

そこでこの二つの重要な史料が復刻されたのを機会 

に，その内容について简堪な紹介を試みるとともに，

それらの歴史的な意義につV、て私見をのべてみたいと 

思う。 "

ま ず 「職工事情」は，綿糸紡績職工事情，生糸織物 

職工事•情，生糸職工_ 情，織物職工珙情，鉄工,硝子丨 

セメント，燐寸，煙草，印刷，製綿，組物，馏球，燐
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寸軸木，刷毛，花筵，麦稈真田職工事情，鉄工事情， 

硝子職工事情，セメント職工事倩，燐寸職工事情，煙 

草職工事情，印刷職工事情，製綿，組物 , 電球，燐寸 

軸木，刷子，花筵，麦稈真Cl職工事情,職工事情附録 

I , 職工事情附録0 , というように， 明治3 0年代宋 

期のわが国の製造業のうち，主要なものを網羅し，

そこでの労働者状態につん、て， 5 冊にわけて克明に分 

祈したものであり，解説者大河内氏も,戦争直後の版 

で，土屋博士がのべておられるつぎのような評価を,.. 

そのまま引用されているように，農商務省という官庁 

の資料としては，まことに画期的な意義を担うもので 

あった。 「こ の f職工事情j がその量において尨大な 

ものであったととは，すでにのベたところであるが， 

その記述の様式においては，官庁調査に往々に見られ 

るような歪曲はほとんど見られなI 、。はじめに述べた 

ように,当時の劣恶きわまる労働事情をほとんどある 

がままに描出しており，労働者に対する同情的立場に 

も示されている。その記述の様式すなわち質において 

もすぐれたものである点でも，古典と称されるに値す 

るものである」。

もちろん「職工事情j は，たんに綿紡績女工の状爐 

だけでなく , きわめて広はんな労働者の労働条件につ 

いてふれているが， しかし，綿糸紡績職工，生糸職工， 

織物職工などの繊維産業に働く労働者，とりわけ女子 

労働者について克明な分析を展開していることが特徴 

的であり，とくに女子の深夜業をはじめ,賃金および 

労働時間，寄宿舎制度などについて，日本の産業資本 

主義の恥部を赤裸にしているのであるが，とりわけ, 

無視されてはならないのは，そ の 「職工事情附録」で 

あろう。この附録は，たんに，この貴重なドキュメン 

トを補足するものであるにとどまらず，V、わゆる原生 

的労働関係が，資本*賃労働関係によって規定されな 

がらも，暴力的•監獄的な権力の支配によって彩られ， 

資本蓄積が強行されたことを，痛切にわれわれに訴え 

ている点で資本の本源的蓄積のすさまじさを物語るも 

のとしてまことに印象的である。拷問にもひとしいr身 

待の霧実は，当時の日本資本主義の蓄積様式の苛酷さ 

を物語っている。

「職工班情」と比較すると，「女工と結核j は，同じ 

く工場法制宠への推進力として作用したとはいえ，独 

自の意義をもつ。苟酷な労働条件と劣悪な労働環境の 

なかにおかれた女子労働者にたいする熱い同情とヒュ 

一 マ ニ ズムめ流露という点では「職工_ 情」と共通する 

前が多いのであるが，むしろ医学上の觅地から，これ

つ w … -Sf 摩 _哪
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